
中小事業者省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱 

                      

 

（趣旨）                  

第１条 この要綱は、公益財団法人ひょうご環境創造協会（以下「協会」という。）が、効果的な省エ

ネルギー設備等を導入する中小事業者に対し、予算の範囲内において、その費用の一部を補助する

ことにより、中小事業者の省エネ・創エネ対策を推進することを目的とする。 

        

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表１に定めるとおり

とし、補助金の交付を決定した日以降に着手する事業とする。ただし、国庫補助金を財源とする補

助金の交付を受ける事業については、交付の対象とならないものとする。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とする。ただし、過

去に本補助金を受給した者については、交付の対象とならないものとする。 

(1) 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条第１項で規定される中小企業または、年間

エネルギー使用量（原油換算）が原則として 1,500㎘未満の工場・ビル等において省エネ対策を

行う者であること。 

(2) エコアクション 21または ISO14001の認証・登録事業者または登録手続き中の事業者であ 

ること。 

(3) 一般財団法人省エネルギーセンターが実施する省エネ最適化診断（以下「省エネ診断」とい

う。）を補助金の交付を受けようとする当該年度または過去 3ヵ年以内に受けていること。 

  ただし、事業所の新規立地等の際に別表１(3)に掲げる再生可能エネルギー設備を設置する場

合を除く。 

(4) 兵庫県内に事業所を有すること。 

                    

（補助対象経費及び補助金額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）および補助金額は、別表２に定める

とおりとする。 

           

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添えて、協会が指定する期限までに提出しなければならない。ただし、ｵﾝｻｲﾄ PPA ﾓﾃﾞﾙ事業につい

ては、補助金の交付申請前に事前協議書（様式第２号）を提出し、協議後に補助金の交付申請をす

るものとする。 

 (1) 事業計画書（様式第１号別紙１） 

 (2) 収支予算書（様式第１号別紙２） 

(3) 省エネ診断の結果に関する報告書の写し 

(4) 別表１に定める(4)の補助対象事業については、ｵﾝｻｲﾄ PPA ﾓﾃﾞﾙ事業者との契約書の写しと対

象建物の現況構造図、計画補強改修構造図及び２社以上の見積書 

(5) エコアクション 21の認証・登録証の写し（登録手続き中の場合は、地域事務局による判 

     定結果の写し）または ISO14001の登録証の写し（登録手続き中の場合は、認証機関による 

     第 2段階審査の審査結果報告書の写し） 

(6) 法人の登記事項証明書（個人事業者にあっては、個人事業の開業届出書の写し） 



(7) その他協会が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 協会は、前項の規定による補助金交付申請書及び関係書類を受け取った後、当該申請に係る

書類の審査を行い、適正な内容であると認めた時は、補助金交付決定通知書（様式第３号）により

通知するものとする。 

２ 協会は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができるものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 前条の規定による決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、補助金の交付申請を取

り下げようとするときは、速やかに補助事業申請取下げ届出書（様式第４号）を協会に提出しなけ

ればならない。 

  

（事業計画の変更の承認） 

第８条 補助事業者が、次に掲げる事業内容の変更の承認を受けようとする場合は、補助事業変更承

認申請書（様式第５号）に、変更後の第５条第１項第１号及び第２号に定める書類を添付して速や

かに協会に提出しなければならない。 

 (1) 更新・改修等を行う設備に変更がある場合 

(2) 補助事業に要する経費のうち、補助対象経費に変更がある場合    

２ 協会は、前項の申請に対し、申請事項を承認すべきものと認めたときは、その旨を補助金交付決

定内容変更承認通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の変更交付申請） 

第９条 補助金の交付決定後の事情の変更により、補助金の変更交付を申請しようとするときは、補

助金変更交付申請書（様式第７号）に、変更後の第５条第１項第１号及び第２号に定める書類を添

付して速やかに協会に提出しなければならない。 

２ 協会は、前項の申請があったときは、第６条第１項及び第２項の規定に準じ決定を行い、その旨

を補助金交付決定変更通知書（様式第８号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日または、補助金の交

付の決定があった年度の３月１０日のいずれか早い日までに、補助事業実績報告書（様式第９号）

（以下「報告書」という。）を協会に提出しなければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

 (1) 事業実績書（様式第９号別紙１） 

 (2) 収支決算書（様式第９号別紙２） 

(3) 契約関係を示す書類（工事請負契約書、売買契約書等）の写し 

 (4) 設備等の納入が確認できる書類（納品書、受領証等）の写し 

 (5) 経費の支払を確認できる書類（請求書及び領収書、振込票等）の写し 

(6) 事業実施を確認できる写真（工事前、工事中、完了後） 

(7)  その他協会が必要と認める書類 

  

（補助金の額の確定） 

第１１条 協会は、前条の規定による報告書の提出があった場合には、当該報告書に係る書類の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の



内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき額を確定し、補助金額確定通知

書（様式第１０号）を補助事業者に通知するものとする。 

２ 協会は、前項の通知に際して必要な条件を付することができる。 

 

（補助金の請求等） 

第１２条 協会は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に、補助事業者から提出さ

れる補助金請求書（様式第１１号）により補助金を支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 協会は次の各号の一に該当する場合には、第６条の交付の決定の全部もしくは一部を取り

消し、または変更することができる。 

(1) 補助事業者が、法令、本要綱に基づく協会の処分または指示に違反した場合。 

(2) 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合。 

(3) 補助事業者が、補助事業に関して不正、その他不適当な行為をした場合。 

(4) 交付の決定後生じた事業の変更等により、補助事業の全部または一部を継続する必要がなくな

った場合。 

２ 前項の規定は、第１１条に規定する補助金の額の確定があった後においても適用するものとする。 

３ 協会は、第１項に基づく取り消しまたは変更をしたときは、速やかに補助事業者に通知するもの

とする。 

４ 協会は、第１項の規定による取り消しをした場合において、当該取り消しに係る部分に関して既

に補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部または一部の返還を請求するも

のとする。 

５ 補助事業者は、第４項の補助金の返還の請求を受けた場合、返還期限までに補助金の返還を行わ

なければならない。 

 

（事業効果の把握等） 

第１４条 協会は、補助事業者に対して、補助事業の実施による事業効果を把握するために、必要な

事項について報告を求めることができる。 

２ 協会は、前項による報告内容及びその他補助事業の実施に関する事項について、公表することが

できる。 

   

（取得財産の管理等） 

第１５条 補助事業者は、補助事業により取得し、または効用の増加した財産（以下「取得財産」と

いう。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下

「大蔵省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間（大蔵省令に定めのない財産に

ついてはこれに準ずるものと認められる期間）、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交

付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 協会は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、またはあると見込まれると

きは、その収入の全部もしくは一部を協会に納付させることができる。 

 

（帳簿の備付け）  

第１６条 補助事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿を備え、かつ、

収入及び支出について証拠書類を整理し、当該補助事業が完了した年度の翌年度から５年間保存し

なければならない。 

  



（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関する必要な事項は協会が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。 

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表１ 補助対象事業（第２条関係） 

補助対象事業 内  容 

(1)省エネ設備への更新・改修 
兵庫県内の事業所における省エネ診断において、省エネ効果が

あると提案された設備への更新・改修 

(2)建物の省エネ改修 
兵庫県内の事業所における省エネ診断において、省エネ効果が

あると提案された二重窓及び高断熱サッシへの改修 

(3)再生可能エネルギー設備の設置 

兵庫県内の事業所における省エネルギー化を主目的とした

10kW 以上 50kW 未満（※１）の太陽光発電設備（全量売電を

除く）、バイオマス熱供給設備等の設置 

(4)ｵﾝｻｲﾄ PPA ﾓﾃﾞﾙ事業 

兵庫県内の事業所において、自社の建物にｵﾝｻｲﾄ PPA ﾓﾃﾞﾙによ

る設備等を導入する際に必要な建物改修工事（ただし、10kW

以上 50kW 未満（※１）の太陽光発電設備とする。） 

※１ 太陽電池モジュールの公称最大出力の合計値とパワーコンディショナの定格出力合計値のいず

れか低い方とする。 

※２ ｵﾝｻｲﾄ PPA（「Power Purchase Agreement（電力販売契約）」）ﾓﾃﾞﾙ事業の補助対象は、自社の敷

地内の建物の屋根等に第三者が設置した太陽光発電設備等から電力を購入する方式とする。 

※３ 中古設備の導入、リースは対象外とする。 

 

別表２ 補助対象経費及び補助金額（第４条関係） 

補助対象経費 内  容 補助金額 

別表 1 

(1) 

(2) 

(3) 

設備費 
補助事業の実施に必要な機械装置、省エネ機

器等の更新・改修、購入等に要する経費 補助対象経費の１／３ 

上限１００万円 

 工事費 

補助事業の実施に不可欠な工事等に要する経

費及び本工事に附帯して施工することが必要

な工事等に要する経費 

別表 1 

(4) 
建物改修工事 

補助事業の導入に必要な建物補強改修工事経

費（事前協議書の提出が必要。） 

建物改修等経費の１／３ 

上限２００万円 

※１ 消費税及び地方消費税の額は除く。 

※２ 他の補助金（国庫補助金を財源とする補助金を除く。）を同時に受けることは可能であるが、申

請者の負担額を上回らない額を限度に補助する。 

※３ 建物改修工事費については、２者以上の見積書を添付すること。 

※４ 補助金額は、千円未満を切り捨てた額とする。 


